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定期監査等の結果について(回答) 

 

 平成２５年５月に実施されました定期監査等においてご指摘いただきました

事項について、下記のとおり回答いたします。 

 

記 

 

１．契約事務について 

 ①一部事務組合と土地賃貸借契約の締結のあたり双方代理の禁止にあたるため、市

長の権限を副市長に委任して契約を締結している。 

  平成２３年９月２日付財務課長名で出されている、双方代理にあたる場合の代表

者変更についての注意事項によれば、本契約の締結にあたっては、一部事務組合の

代表者を変更し、契約を締結するのが適正なる契約と考えられるので、今後の契約

にあたっては、十分注意されたい。 

 

【措置内容】 

  一部事務組合の代表者を変更して契約を締結するようにいたします。 

 

 

 ②各種契約にあたり、工事請負契約以外の大半が随意契約となっている。 

  契約の内容が専門性、特殊性、関係業者数等により、やむを得ない側面もあるが、

内容においては、競争入札も可能と思われるものもあり、透明性・公平性・経済性

を確保する立場から、今後の契約にあたって検討されたい。 

  また、随意契約理由が具体性に乏しく、一連の事務事業の経過に於いても疑問が

生じるなど、契約にあたっては、業務内容・実施時期・関係業者数を十分検討し、

過去の実績を安易に踏襲することなく契約業務にあたられたい。 

 



【措置内容】 

  今後の契約にあたりましては、なるべく競争入札といたします。しかし、

やむを得ず随意契約を行う場合は、その理由を明確にします。 

 

 

 ③各種契約は殆んど単年度契約であるが、内容においては、長期継続契約が可能な

ものもあり検討されたい。 

 

【措置内容】 

  長期継続契約が可能なものは、長期継続契約といたします。 

 

 

 ④行政財産の貸付契約にあたり、豊前市行政財産使用料条例第３条第１項第１号の

本文規定により、適正な価格に１００分の４を乗じた額の使用料を徴している。 

  しかし、行政財産使用許可申請書の使用目的によれば、本使用申請は駐車場用地

を目的とした申請となっており、この場合、同号ただし書き、消費税法施行令第８

条に規定される「土地の貸付から除外される場合」に該当するものであり、消費税

法第６条による消費税の非課税対象貸付に該当しないと考えられるので、次回の契

約にあたっては、消費税を加算した額による契約とされたい。 

 

【措置内容】 

  消費税を加算した額による契約をするようにいたします。 

 

 

２．墓地使用料について 

  平成２１年４月の定期監査に於いて、墓地の使用料について根拠条例の不備を指

摘し、その回答により根拠条例の整備を進めるとの事であったが、４年経過した今

回の定期監査時点で、その後改善に向けて検討した経緯が見受けられない。 

  現在も墓地用地の残はあり、今後の利用にあたっての対応に支障があると考えら

れるため、整備に向けての早急なる検討をされたい。 

 

【措置内容】 

  墓地の使用料について根拠条例等を整備検討いたします。 

 

 

 

. 


